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Ⅰ．全体戦略 

 
1. TIA-nano ビジョン策定の背景  

イノベーション創出強化が求められる状況 
ナノテクノロジーに関わる産業・ビジネスの動向 
イノベーションモデルの変化 
ナノテクノロジーの動向 
科学技術イノベーション政策の動向 

 
2. つくばと TIA-nano の分析 

2.1 つくばの集積 
世界トップのサイエンスシティ 
イノベーションシティへの成長の条件（必要とする機能）  

2.2 TIA-nano の集積 
中核 4 機関のアセット 
TIA-nano 第一期の主な成果 

2.3 TIA-nano と産業界との関係 
企業資金でみる海外主要拠点との比較 
「パートナー企業」との関係    

 
3.  TIA-nano vision  

   3.1 イノベーション促進への仮説 
    イノベーションにとっての阻害要因 
    解決への提言 
3.2 TIA-nano が実現を目指すイノベーションの仕組み 
3.3 実現への道筋 
    ユーザ視点で一層魅力的なオープンプラットフォームへと拡大・再編  
    オープンプラットフォームの拡充 
    オープンプラットフォームマネージメントの確立 

 

Ⅱ．オープンプラットフォーム戦略  
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はじめに 
 
 

2009 年、独立行政法人産業技術総合研究所（以下産総研）、独立行政法人物資・材料研究機構（以下
NIMS）、国立大学法人筑波大学（以下筑波大）と社団法人日本経済団体連合会（現・一般社団法人日本経済
団体連合会、以下経団連）によりスタートした「つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点（TIA-nano）」は、大学
共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構（以下 KEK）が加わり、第 1 期 5 年間で Under one roof の呼
びかけの下、多くの研究プロジェクト、産学官の人材、企業が集積する一大拠点化を果たした。オープンイノベーションの場
の実現を標榜し、施設・設備の強化、支援制度の改革、人材育成に取組み、イノベーションのシーズとなる極めて大きな研
究成果と、具体的な産業への結実を得た。 

しかしながら、オープンイノベーションの取組みは世界でますます加速しており、連携によるイノベーション創出モデルを基底
にすえた拠点集約、アジア新興国における急速・大規模な取組みが進められている。 

わが国政府は、各セクター間の連携、セクター内の連携によりイノベーションに適した環境に変革することとしており、その
中核には公的研究機関の橋渡し機能の強化が置かれている。TIA-nano はこうした状況を鑑み、優れた第 1 期の成果
と形成され始めたブランド力を飛躍的に強化させ、イノベーション創出の一大拠点として飛躍するために次の 5 年間にどうあ
るべきかをビジョンと実現への道筋として表明することとした。 

この TIA-nano ビジョンは、わが国の科学技術イノベーションシステムの改革に資するための、これまでの実践の中で見出
しつつある有効な方法論を「TIA-nano モデル」として提案するものであり、さらにモデル構築の詳細についてと、今後 5 年
間で取り組んでいく行動体系を示したものである。 

 
 

  

  



  

 
4 

  
TIA

-n
a

no
 

vi
sio

n 
20

15
-2

01
9 

概要 全体戦略 

TIA-nano vision 継続的イノベーションのための資源連動の仕組み 
 “Resource dynamism for continuous Innovation” 

 
TIA-nano ビジョン策定の背景 

ナノテクノロジーに関わる産業・ビジネス動向 
・ 「モノ」の製造と流通が主役であった工業化による経済発展が、「モノ・情報・知識」の全てを活用して急速に拡大する

経済へと変わりつつある。 
・ ドイツは、製造業の競争力強化を念頭に、製造とインターネットを融合させる「インダストリー4.0」を提唱し、強い関心を

集めている。米国 GE は、実動中の製品をリアルタイムで観測・分析・保守する「インダストリアルインターネット」のビジョ
ンを提唱し、広く社外へ参加を呼びかけている。 

・ 米国および欧州では独自のイノベーションモデルに基づいて拠点形成が行われているが、日本は自国に合ったイノベーシ
ョンモデルが未だ見い出せていない状況にある。 

科学技術イノベーション政策の動向 
・ 政府は、科学技術･イノベーション戦略において、わが国を世界で最もイノベーションに適した国とするを謳い、公的研究

機関がその中核を担うものとされている。 
イノベーションシステムの阻害要因 
・ 国内に「勤勉な人材」、「高度な技術」、「大きな資本」、「優良な企業」がそろっているにもかかわらず、経済成長へとつ

ながっていない。 
・ 日本企業は技術流出への警戒心が強く、技術を市場へ出したり、市場から技術を得ることは依然として限定的であ

る。 
・ 大学、公的研究機関においては、組織として自由に裁量できる経営資源が不十分であり、研究資源・成果の運用は

個人に強く依存しがちである。 

科学技術･イノベーション戦略におけるイノベーションシステムの変革の基本方向 

 
CSTI 「科学技術イノベーション総合戦略 2014」より  
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TIA-nano が実現を目指すイノベーションシステムの仕組み 

「資源連動」に向け公的研究機関が中核となる「オープンプラットフォーム」 
・ TIA-nano は知、技術、人の豊富な資源が集積するつくばを中心として、国内外の研究アセットと企業、大学、公的

研究機関の組織を越えた連携を進めるイノベーションハブとなり、わが国のイノベーションシステム改革を先導する。 
「知の創造・強化」：イノベーションの芽を育むための機能 
・ 知の創造・強化のために中核 4 機関が蓄積してきたアセットおよび研究学園都市つくばの多様な研究開発力が集積

する特性を生かし、これらを連動させて基礎・応用研究、要素技術開発を進め、さらにつくばに十分でないが知の触発
に必要な市場との接点を構築するため、市場の風や様々な情報を呼び込む働きを有する。 

「産業化 -橋渡し-」：イノベーションを駆動させ、結実させるための機能 
・ 産業化に向けては、創出された知をイノベーション芽として、企業の参加と連携による市場への橋渡しを促進させるため

大型装置・大規模研究設備群による技術開発促進、垂直連携とベンチャー育成機能を強化し、市場まで短期間で
橋渡しする仕組みを有する。 

内外のアセットとユーザが連携・融合するための共通要素の強化 
・ こうした取組みの共通要素として連携の企画、人材育成、国際戦略等について強化して取組みを進める。 

イノベーションシステム改革を先導する TIA-nano の役割

 

 
TIA-nano オープンプラットフォームの具体像 

「ユーザ視点」のオープンプラットフォームを構築する 
・ 連携の自由度をさらに高めた「システム化」、「先進材料」、「共通基盤」の３つの大きなプラットフォームを形成し、イノベ

ーションを結実させるモノとサービスの融合に向けて効果的な取組みを進める。これにより、ユーザ（企業、大学、研究
機関）は単独よりもはるかに少ない知（技術）、研究者、施設･装置等と資金を拠出することで、イノベーションへの
取組みを低リスク、低コストで加速的に進めることができ、新産業の創出と新たな市場の確保の可能性が高まる。 

・ プラットフォームは産総研のスーパークリーンルームや KEK のフォトンファクトリー等の大型研究施設並びに中核４機関
等のつくばの共用施設や人材育成の仕組み等を核として構築し、それらに集積される知、技術、人をユーザのニーズに
応えて活用できる環境を提供する。 
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・ 外部からの提案に基づき内外の知、人、技術等を受け入れ、さらに中核 4 機関の知を産み出す能力を活用し、新た
なプラットフォームへと展開してオープンプラットフォームを拡大させる機能を持つ。 

 
オープンプラットフォームマネージメント 
「ワンストップ化」の推進：ユーザの利便性を高める 
・ 中核 4 機関はホストとしてオープンプラットフォームの運営を主体的に担い、ユーザから見て TIA-nano が利便性の高

い１つのオープンプラットフォームとなる体制と各種のワンストップ化に必要な仕組みを連携して構築する。中核 4 機関
の共用施設、大型研究設備の協力関係を進め、つくばにおいて一体的な施設群のような利用ができることや、共同研
究のような仕組みについても中核 4 機関の垣根を越えてワンストップでユーザと対するような利便性の高い運営を行う。 

「連携企画」の強化：知の創造・強化と産業化-橋渡し-へ向けた新たな提案力で価値を高める 
・ オープンプラットフォームにおいてイノベーションの芽を育み、イノベーションシステムを駆動する要となる連携企画の能力を

強化する。そのためには、事務局の拡大強化と 4 機関からの自立性をある程度有する体制への転換を目指す。また、
企画のための戦略調査（マーケティング）の能力を外部機関と連携して高める。 

・ ユーザ企業、潜在的ユーザとのコミュニケーションを強化して、プラットフォームに対するニーズを捉えて企業に訴求する新
たな提案、機能の更新を図る能力を高める。 

「ブランド構築」の実現：国内外でのプレゼンスを高める 
・ TIA-nano ブランドを強化するため、国内外への情報発信と効果的な連携活動を推進し、TIA-nano の価値をわか

りやすく広報する。さらに海外拠点との間で相互にメリットのある連携活動を推進して、世界の拠点の一極を形成する。 

TIA-nano のオープンプラットフォームのイメージ 

 

※システム化とは複数の異質な機能を組み合わせて社会的な課題を解決することを言う。製品、プラント、あるいはインフラを個々に作り上げるだけで
なく、国内外での運用を含めたプロジェクトマネジメントや維持管理のビジネスモデルを創出し運営していくことでもある。（COCN 提言
http://cocn.jp/common/pdf/130129-2.pdf より） 
また、共通基盤は中核４機関及び外部機関とのネットワークを活用し、システム化と先進材料の双方にまたがる共通課題に取り組む。 
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Ⅰ. 全体戦略 
 
1. TIA-nano ビジョン策定の背景 
 

イノベーション創出強化が求められる状況 

競争力の復活の好機 
・ わが国は 20 年の長きにわたり経済的な成長が停滞してきたが、この間に新興国は技術的な発展をばねにして競争力

を拡大させ急速な成長を遂げている。かつてはイノベーションを牽引し、わが国の競争力のエンジンとなって研究開発を
推進してきた半導体・エレクトロニクス産業に代表されるように一部の産業では、かつての競争力を取り戻し、わが国の
新たな成長に貢献することが待たれている。 

・ ここ数年の大きな政策転換は、わが国の経済を回復・再生へと進めつつあり、今後は持続的成長の実現へ具体的な
取組みを図る時期にさしかかっている。これには民間主導で持続的経済成長を実現していく取組みを強化することが不
可欠と考えられる。 

経済モデルの転換とイノベーションの重要性 
・ 一方、成長のための経済モデルは、これまでの工業技術の進歩・生産性向上をベースとした「工業経済モデル」から、科

学技術の知見をベースとする「サイエンス経済モデル」へと変化しており、優れた知を生み出し、その拡大を図るとともに、
それを統合してイノベーションへとつなげていくことが求められる本格的な‘知’の大競争時代となっている。つまり、いかにし
て優れた知を多く産み出し、それを早く効果的なシステムでイノベーションにつなげるかが競争の本質となっている。 

 

ナノテクノロジーに関わる産業・ビジネスの動向 

産業の「プラットフォーマー」 
・ 将来、産業における勝者は、コンポーネントとシステムの両端、もしくは一方を握った存在であるとされ、とりわけシステム

側で、新しい価値を提供する多様なビジネスが可能となる基盤、すなわち「プラットフォーム」をバリューチェーンに連なる
産業・企業と一緒になって形成したプラットフォーマーが最も大きな利益を確保する。 

・ 例えば、google はインターネットの検索ビジネスからインターネットを基盤とする様々なサービスを提供して、顧客に新し
い価値を提供するビジネスモデルで成長してきた。現在の研究開発の主軸はエレクトロニクスとネットワークの融合体へと
変貌を遂げはじめた自動車をターゲットとし、自動運転の基盤技術の開発へと重点をシフトさせている。将来の自動車
というシステムの「OS」ともいうべきプラットフォームを握り、自動車相互の連携やインフラと自動車の連携、運転者との連
携で単に移動の道具にとどまらない自動車の新たな価値を創出するプラットフォーマーの地位を確保しようとしている。 

インダストリー4.0（ドイツの取組み） 
・ さらにインターネットを介してあらゆるモノが繋がる IoT（インターネットオブシングズ）は、産業のありようそのものに大変

革をもたらすとされる。とりわけ製造とインターネットがつながると従来の製造のパラダイムがまったくかわり、リアルタイムで市
場と繋がった製造モデルはもちろん、1 つの製造拠点で複数者向けの異なった製品を作るシステムが実現される。企業
の規模を問わず、生産拠点が共有されることとなり、大幅な競争力の向上がもたらされる。この産業の革新は「インダス
トリー4.0」と称され、製造業を競争力の中核に位置づけるドイツで提唱され、国内での企業が連携した取組みが進ん
でいる。 
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インダストリー4.0 ドイツの戦略  

 
 
※サプライチェーン間及び工場内の生産設備・製品間をネットワークで繋ぎ、製造業を高度化するための産官学共同のアクションプラン
（2012 年発表） 

政府（連邦経済エネルギー省、連邦教育研究省）は、総額 3.5 億ユーロ以上を助成 
運営組織には、ドイツ内外の主要企業（シーメンス、SAP、ボッシュ、ダイムラー、ABB 等）が参加 

METI 経済産業政策局 第７回日本の「稼ぐ力」創出研究会資料 3-3 より 
（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sansei/kaseguchikara/pdf/007_03_03.pdf） 

 
インダストリアルインターネット（GE 米国の取組み） 
・ 繋がることで強いビジネスモデルを変革させたのは、「インダストリアルインターネット」を提唱する米国の GE が代表的で

あり、インターネットを基盤として自社の製品をモノとしてではなくサービス提供の端末として提供し、顧客の満足するサー
ビスに対して代価を得るモデル。「インテリジェント機器」をネットワークに接続、「高度なデータ分析」で事象を予測、「意
思決定」を支援し、「定期保守」からリアルタイム検診予防へと次元の異なる安全性向上、保守費用の大幅な削減を
提供した。これは GE 単独では実現不可能なモデルであり、ビジョンを公開し、広く参加を呼びかけて構築された。 

GE のインダストリアルインターネット  

 
(http://www.ge.com/jp/company/industrial_internet/) 
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米独の産業プラットフォーム構築戦略 

 
METI 経済産業政策局 第７回日本の「稼ぐ力」創出研究会資料 3-3 より 

（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sansei/kaseguchikara/pdf/007_03_03.pdf） 

イノベーションモデルの変化 

オープンイノベーションへの流れ 
・ 今日では技術が複雑となり、多様な価値観で市場が形成されて不確実性の壁が大きなものとなっている。このためイノ

ベーションの進め方、イノベーションモデルでは、基礎研究の成果を開発、事業化と受け渡していく「リニアモデル型」、基
礎研究よりも商品改良を重視する「インクリメンタル型」のいずれのイノベーションモデルも限界と認識されている。 

・ 様々な学問領域(discipline)を有し、さらにそれらを統合して、ある時にはアカデミックな領域、サイエンスの領域にまで
立ち戻って技術を更に高め、市場に提供してゆく能力が求められる。また、中立的な立場で技術を俯瞰し、オープンな
知の創造の場を作ることも求められている。つまり繋がることで強くなるモデルであり、広く情報を集め、技術を集め、優
秀な人を集め、そして一緒にビジョンを共有するパートナーをつくってアライアンスと呼ばれる協働体制とオープンな体制で
進めることが効果的なモデルとなっている。 

IBM の R&D ポートフォリオの再構築  

 
産総研資料（第 2 回コーディネータネットワーク筑波 講演資料） 
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欧米で進む集中化・拠点化によるイノベーションモデル 
・ ナノテクノロジーの研究開発は広汎な技術の結集が必要であり、また科学的な知見により現象や物質の本質を解明し

てさらに技術を強くして、大きな前進をもたらすのに欠かせないため、多くの企業、大学等が集中する体制で進められて
いる。とりわけ大型の研究設備の整備に多額の投資を必要とする半導体開発では、米国のナノテクノロジー拠点である
ALBANY に代表されるように、中心となる企業を軸にして材料から製造装置、アッセンブリメーカまでが多数含まれたア
ライアンスを組んで、巨大な拠点に集中させる取組みが進められている。 

・ 欧州では仏の MINATEC、ベルギーの IMEC がナノテクノロジー拠点としてイノベーション創出に大きな役割を果たして
おり、研究が商業ベースで成立するよう世界から企業を募って研究開発を進めるだけでなく、大学が中心となって企業と
ともにナノテクノロジー人材の育成も進めている。中央政府、地域政府とも連携して地域の競争力の強化、ひいては国
全体のイノベーションシステムの強化につながる取組みを構築している。 
 

ナノテクノロジーの動向 

「科学技術イノベーション戦略」における位置づけ 
・ 科学技術イノベーション戦略では、ナノテクノロジー等の分野横断技術は、これまで日本が強みとしていた領域であり、

また５つの政策課題に対して日本独自のイノベーションを創造する基盤技術として、ICT、環境技術とともに位置づけ
られ、産業競争力強化において将来的に大きなアドバンテージを生み出す源泉とされる。  

わが国の科学技術イノベーション戦略におけるナノテクノロジーの位置づけ  

 
CSTI 「科学技術イノベーション総合戦略 2014」より 

 
広がるナノテクノロジーの応用方向 
・ ナノテクノロジーは ICT、環境エネルギー関連のイノベーションにとっても基盤となる技術として、米国と欧州では環境エネ

ルギー分野において革新的材料の創製等へ展開される傾向が顕著である。また、ICT においても低消費電力化、高
速化、高信頼性等を達成する新規デバイス開発にとってナノテクノロジーがもたらすブレークスルーが期待されている。 

・ さらに、バイオテクノロジーとナノテクノロジーの融合も大きな市場が期待されており、保健、医療技術に革新をもたらす
生体に適合する新しいデバイスの開発の先進的な取組みが大きな潮流になりはじめており、福祉分野でも人間の支援
を行うロボットシステムを更なる発展へと導くキーテクノロジーの開発においてナノテクノロジーの成果を取り込むことが欠か
せない。 
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科学技術イノベーション政策の動向 

・ わが国の科学技術イノベーション戦略の司令塔である CSTI により策定された「科学技術イノベーション総合戦略
2014」では、科学研究の成果をイノベーションへと繋げるためのわが国のシステムの再構築と強化が提示されており、世
界で最もイノベーションに適した国とするための方策が示されている。 

・ その中でイノベーションシステムとして３つの段階が設定され、「イノベーションの芽を育む」では研究力・人材力の強化に
向けた大学・研究開発法人の機能の強化が、「イノベーションシステムを駆動する」では、組織の「強み」や地域の特性
を生かしたイノベーションハブの形成、さらに「イノベーションを結実させる」では新規事業に取り組む企業の活性化が図ら
れることが必要とされている。 

わが国のイノベーションシステムの変革の基本方向  

 
CSTI 「科学技術イノベーション総合戦略 2014」より 

 
・ また、イノベーションシステム変革の中核的な仕組みには、知をイノベーションへと進めていくための「橋渡し」の概念がすえ

られており、研究開発法人を核として知、技術、人、資金の好循環を形成してイノベーション創出につなぐとされている。 

イノベーションシステム変革における大学・公的研究の役割  

 
CSTI 本会議（第 4 回）資料 1-4「平成 27 年度科学技術イノベーションに適した環境創出に係る施策パッケージ化による改革の推進」より 
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２．つくばと TIA-nano の分析 
 
２.1 つくばの集積 

 
筑波研究学園都市（以下 つくば）は建設から 50 年を経て、現在では学術研究都市 サイエンスシティとして世界的

な位置を占める存在となっている。この地域における知識の集約度は極めて高く、素粒子物理学から物質材料の研究、ラ
イフサイエンスとその応用研究、ロボット等のシステム研究等々の基礎研究から産業技術の開発まで多彩である。さらにこれ
らの研究開発のために世界トップクラスの数々の研究設備をストックしており、イノベーション改革の中心となるに十分な存在
である。 

 

世界トップのサイエンスシティ 

・ つくばには産学官の 100 を超える研究機関が集積しており、研究者数も 2 万人超と非常に厚い。 
 

研究機関      100 以上 （国の機関 31） 
人口 22 万人   労働人口 12 万人 
研究機関従事者  20,000 人以上（人口比 10% 労働人口比 20%） 
研究者数       20,000 人 （公：17,000 人  民：3,000 人） 
研究機関予算 年間総計（推定） 6,000 億円（公：5,000 億円 民：1,000 億円） 
博士人口       8,000 人 
外国人         7,000 人   (125 カ国） 
ベンチャー企業    11 社(H21)  13 社(H20)  214 社(累積) 

 

図 つくばのストック 公的研究機関約 30 機関 
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２.2 TIA-nano の集積 
 

中核 4 機関のアセット 

・ TIA-nano の中核 4 機関（全組織）の有する研究ポテンシャルは基礎研究から産業技術の応用まで幅広く取り組
んでいる。一例として産総研が分野戦略として策定している研究開発の取組み状況（平成２３年度）を「研究レイ
ヤー（材料・物性、デバイス・部材、モジュール・プロセス、装置･システムの 4 段階）」と「市場成長可能性」の 2 つの
軸で位置づけし、さらに投入している「研究リソース（人材数）」も併せて示す。産業への橋渡しを担う産総研では、
材料･物性から装置･システムにかけて幅広い取り組みを展開している。さらに残る中核機関においては、材料、物性
研究、計測技術等について多様な研究および技術開発への取組みがなされており、合わせると非常に厚い知のアセッ
ト（研究成果・蓄積）を有している。  

中核機関の研究アセット（産総研の事例） 
 

 
産総研 分野戦略研究課題（平成 2３年度）を基づき事務局作成 

TIA-nano 第一期の主な成果 

・ 研究開発においては、TIA-nano の第 1 期中の拠点活用 PJ と中核 4 機関が取り組んだ研究プロジェクトを中心に
して、次世代の技術の研究開発が進められ、その一部は連携企業による事業化に至った。 

・ 産総研の SCR や SiC パワーデバイス試作ライン等の設備更新・能力拡充、物材機構のナノプロセシング施設をはじ
めとする多数のナノテク共用施設群にＫＥＫの大型放射光施設フォトンファクトリーが加入し、コアインフラの施設整備
と利用性向上が図られた。 

・ 筑波大学に産総研、物材機構、ＫＥＫが協力することにより TIA 連携大学院サマースクールや Nanotech 
CUPAL 等により多数のナノテク人材の育成にも貢献し、ナノテクの裾野を広げることにも貢献した。 
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・ 仕組みづくりにおいては、オープンイノベーションを目指した新たな仕組みをつくり、国内外の企業が参加しやすい新しい
体制により多くの企業、研究者の集中を進めた。また人材育成についても地域外の機関とも連携して新たな仕組みを
つくった。 
 

研究の到達成果 
・ ナノエレクトロニクスでは IMEC と比肩する論文数を確保するなど、革新的なデバイスの研究において世界トップクラスの

成果をあげている。 
・ 光を利用するデバイス、ネットワーク、微細加工技術の研究において最先端の取組みと成果をあげており、「フォトニクス

世界 3 極」の１つを形成している。 
・ SiC では次世代のパワー半導体素子の実用化を進める先端的研究を推進し、さらに応用研究について世界トップクラ

スの成果をあげている。 
・ 蓄電・発電材料の先端研究を進めている。 

TIA-nano の到達成果（主な技術） 
 

 
 
・ 第１期で創出されたコア技術の主な例 

 （低消費電力半導体）ナノトランジスタ、原子スイッチ 
 （情報処理・通信）シリコンフォトニクス（光・電子融合実装） 
 （次世代メモリ）スピントロニクスを応用した STT-MRAM、カルコゲナイト系相変化メモリ 
 （半導体製造プロセス）ミニマルファブ 
 （パワーエレクトロニクス）SiC パワーデバイス 
 （センサ、IoT 応用）MEMS 
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 （新材料）単層カーボンナノチューブ（スーパーグロース法／e-DIPS 法）及びその複合材料 
 （新材料）熱電ナノ材料 
 （エネルギー）燃料電池触媒 
 （エネルギー）リチウム空気二次電池 

 
コアインフラ、共用施設の整備と利便性の大幅な向上 
・ SCR の設備更新、SiC パワーデバイス試作ラインの整備、MEMS ファンドリー等の能力向上を図った。 
・ 大型放射光施設 PF が加入して研究インフラが拡大した。 
・ ナノテクノロジープラットフォームの中核 4 機関の連携による推進と地域の支援を得てつくばの共用施設 DB を構築し、

運営している。 
・ 施設の 24 時間稼働のための制度の改正や、手続きを簡便にしてスポット利用を可能とする新制度を制定してユーザ

の利便性を高めた。 
・ 低炭素ハブ拠点における企業利用数が増加した。 
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オープンイノベーションの仕組み 
・ TPEC による SiC パワーデバイス産業化に向けた企業連携を推進した。 
・ CNT サンプル配布による産業利用探索を加速させた。 
・ NOIC による会員制の仕組みによって外国企業も含む産学官連携が促進された。 
 
人材育成事業 
・ 人材育成においては、文部科学省における「科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業」に採択され、産総研を

中核機関とした TIA-nano 含めた１５機関で Nanotech Career up Alliance を形成し、新たな知の創成を牽
引するプロフェッショナル及びイノベーション創出に資するものづくりを担うプロフェッショナルの人材育成を開始した。 

・ パワーエレクトロニクスの次世代の研究人材を育成するための企業連携講座を筑波大学に創設した。 
・ TIA-nano のコア研究領域が主体となって夏季集中セミナーを開催した。 
・ GREEN、NOIC における RA による学生の育成が図られた。  
 
4 機関連携の企画提案の実施 
・ 競争的資金の獲得に向けたプロジェクト企画を 4 機関が連携して実施した。TIA-nano 担当部局に加え、研究企画

部局も加えた検討を行った。この結果、内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）では「次世代パワーエレ
クトロニクス」と「革新的構造材料」で 2 件が採択に至り、さらに文科省の人材育成補助事業に 4 機関と京大が連携
して「ナノテクキャリアアップアライアンス」を応募し採択された。 

・ 一方、4 機関にとどまらず、つくばの他研究機関と他地域の研究機関を巻き込んだプロジェクト企画および筑波大学単
独での人材育成プログラムの検討・提案を行ったが採択には至らず、検討体制の立て直しを図った。 
 

TIA-nano 第 1 期期間中の達成状況
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2.3 産業界との関係 
 

企業資金でみる海外主要拠点との比較     

・ 海外のナノテクノロジー主要拠点及び TIA-nano の産業界との関係を見る１つの指標として、各拠点や機関における
企業導入資金の比率と公的資金の比率を中心間の距離として表した。TIA-nano 形成時には産総研単独にも及
ばなかった産業界との関係が、第１期を通じて飛躍的に密接になってきている。また、海外主要拠点では拠点の目的
に合わせて一定比率を目標として掲げているが、TIA-nano は密接なパートナー企業を有するフラウンホーファー研究
機構や MINATEC の中核機関である CEA-LETI にも近い状態になりつつある。 

産業界と関係比較（導入された企業資金での比較）

 

 

「パートナー企業」との関係 

・ ナノテクノロジーの海外主要拠点では、いずれも共に成長する「パートナー企業」の存在が大きなものとなっている。相互
にメリットを与える仕組みが成功の要因となっている。 

・ 公的な資金が投入されている拠点であるが、企業との長期的な信頼関係を醸成して、共に成長するための取組みを
連携して行っている。また MINATEC では、既存の大企業との連携だけではなく、ベンチャーとして育成するシステムも
構築しており、それが拠点の参加者として加えられえる循環を形成している。 

海外主要 4 拠点のパートナー企業との関係 
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３．TIA-nano vision 継続的イノベーションのための資源連動の仕組み 
“Resource dynamism for continuous Innovation” 

 
3.1 イノベーション促進への仮説 
 
イノベーションシステムの阻害要因 
 

わが国のイノベーションシステムの課題 -資源が連動しない・流動しない- 

・ わが国には、「勤勉な人材」、「高度な技術」、「大きな資本」、「優良な企業」がそろっているにもかかわらず、それがイノ
ベーション加速の要因とはならず成長へとつながっていない。 

・ 産業セクターを主体とするたゆまぬ研究開発と、大学と公的研究機関の基礎研究への取組みによりイノベーション創出
の基盤となる知、技術、人について膨大な資源を形成している。さらに民間セクターではイノベーションへの投資に振り向
けられる資金も潤沢にある。 

・ しかしながら、産業セクターは従来の自社内でクローズした研究開発モデルから脱却できず、「大きな資本」、「優良な
企業」は独自の技術開発に固執する傾向にある。このため、技術を市場へ出すもしくは市場から技術を得ることはな
い。技術の複雑化とそれに伴う開発投資の高騰、グローバル化による市場の激変に対応できずにいる。 

・ そんな中、海外の先行事例を参考に政府と産業界はオープンイノベーションを唱え、CSTI を司令塔とした企業の枠、
省庁の枠を越えた技術開発を推進しはじめたものの、いまだ道半ばといえる。 

 

連携を担う公的研究機関の課題 

・ 「勤勉な人材」、「高度な技術」を保有する大学と公的研究機関は、組織的に連携するための意識が乏しく（組織的
に仕組みを稼動させることなく、あくまで研究者個々が対応するような）個人主義によりリニアな橋渡しばかりを従来は
行ってきた。 

・ また大学、公的研究機関のマネージメントにおいても異なる所管にある別の組織との壁をこえて相互に連携することの
方法論を確立できていない。このため、オープンで繋がることによりイノベーションの取組みを加速させるモデルへの転換が
わが国のイノベーションシステム改革の必達の目標となっており、このための構造改革に向けた行動を起こすことが必要で
ある。 

・ さらに架け橋の梃子になるべきはずの公的研究機関には、自由に裁量できる経営資源が乏しく十分かつ自主的な取
組みが困難な状況にある。経営資源である人、物、金の決定権は組織外に分散し、意思決定の自由度、スピード感
の欠如を生み出している。 

・ 多くの公的研究機関等が集積するつくばには、所管省庁の監督に基づく縦割りの研究開発体制が形成されており、
50 年にわたる集積も省庁の壁を打破できておらず、各種協議会等の取り組みはありつつも、真のイノベーション創出に
むけた最適化を図ることは行われていない。 

・ イノベーションの芽を育み、システムを駆動させる、結実させるためには、公的研究の現実の課題を整理して、実現可能
な体制に組み換えていく必要がある。 
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解決への提言 

-資源- 知識・技術・人を連動させるオープンな「プラットフォーム」をつくる 

・ イノベーション促進のために、その行動原理は各国で異なっているが、いずれも内外と「連携」して進めることと、自主的
に進めることの自由度は大きい。わが国の閉鎖性と公的研究の自由度のなさは際立っている。 

日 自他を境界で峻別する→技術、人、資金の流動化が進まない 
米 足りない必要なものは外部からもってくる 
独 論理的に検証して必要な手段を精密に講じる 
仏 全体を最適化するために必要なスキームを政府主導で構築する 

・ まず、わが国においてイノベーションの阻害要因として大きな閉鎖性ともいうべき環境を変革する必要があり、そのために
は、合理的な理由と方法論を示し、行政、産業界、大学等へ変革を促す取り組みを進める。 

・ 知を連携させて新たな知を創出する、その知を知ってイノベーションの糸口とする、あるいはイノベーション創出に不可欠
な応用・開発に必要な知を見出すことや、技術の存在を見出して統合してイノベーションに繋げていくためには連携が不
可欠である。 

・ イノベーションの仕組みが変化してきていることについての先覚者である企業は、単なる技術移転を求めているのではなく
て公的研究機関と連携して、また多様な企業と連携して互いの「強み」をもちよって、オープンイノベーションのメリットを
享受できる場を求めている。中立的な立場のホストがその取組みをリードし、リーゾナブルなコスト負担でやりたいことが
実現できる場である。 

・ この場とは、オープンイノベーション促進のための「オープンプラットフォーム」というべきものであり、大学や公的研究機関に
集積する知と大規模な研究設備や先端設備等の強み、企業のもつ市場の流れの知見、実用化への優れた技術等
の強み、場の外にある拠点や機関等が有する知識等をネットワークする強みを持ちよって、インテグレーションすることでイ
ノベーションにつなげる仕組みである。 
 

公的セクターが主導して高いユーザビリティを有するプラットフォームとなる 

・ 各セクターの連携・流動の中核に公的研究機関を据え、イノベーションへの「オープンプラットフォーム」を形成して、例え
ば大学から産み出される知をイノベーションの結実を担う企業へと繋げる役割を担うことが行動の起点となる。 

・ ユーザが求める将来のイノベーションのシーズとなる知を育むためには、公的セクターは「キュアリオシティドリブン」の研究が
活発に行われるような環境をつくることが不可欠である。くわえて、社会経済からの要請に対して気づきを促す機会を設
けるなどして、キュアリオシティがそうした要請にマッチするよう方向付ける取組みも同様に不可欠である。 

・ 知をイノベーションへと繋げるためには、公的セクターが様々な discipline を有し、さらにそれらを統合して、ある時にはア
カデミックな領域、サイエンスの領域まで立ち戻って技術を更に深め、市場に提供してゆく能力を向上させることが重要
である。さらに公的セクターは中立的な立場で技術を俯瞰して企業が単独では実現できないような取組みを提案し、
垂直連携など仲立ちして進めるようなオープンな橋渡しの場を造ることが重要な役割になる。 

・ 市場を知り、イノベーションへの芽となる技術シーズを探して「信用創造」を描けるサービス、商社や金融などを呼び込
み、連携を図ることで新たな知の創造に繋げる、イノベーションへの加速を可能にするような仕組みも必要である。 
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3.2 TIA-nano が実現を目指すイノベーションの仕組み 
TIA-nano の第 1 期の成果、経験とつくば、中核 4 機関のアセット等を基盤とし、わが国のイノベーションシステムに求め

られる、莫大な研究ストック、技術ストックを活用しオープンな場でこれらを良い循環へと転ずる仕組みを以下に提案する。 
 

資源を連携させるわが国のイノベーションシステム変革をリードする 

・ TIA-nano は第一期成果を梃子として、わが国のイノベーションを創出するに不可欠なシステムとして、プラットフォーム
と市場化加速の仕組みを有する拠点形成を促進させる。 

・ これにより TIA-nano は、わが国のイノベーションシステムの改革を先導し、同時に公的研究と産業の関係も大きな変
革をもたらし、わが国のイノベーション創出の大規模拠点とも連携して競争力の強化と将来にわたる成長を確実なもの
とする。 

これまでの実績を基点に仕組みの変革を加速させる –知を育み、イノベーションを創出するハブ- 

・ Under one roof の TIA-nano の理念に基づき、中核 4 機関の産み出す知や大型・先端の研究インフラを基盤と
して、企業がともに取組める魅力的な環境を更に強化する。この基盤を強化して「イノベーションを育み、駆動・結実ま
でを一貫して実現する拠点」を形成する。 

・ 「イノベーションの芽を育む」においては大学・研究法人等の公的研究の研究力・人材育成力の強化に向けた仕組み
を TIA-nano を通じて連携することで一層の機能強化を図る。 

・ 「イノベーションシステムを駆動する、結実させる」においては中核 4 機関の蓄積してきたアセットおよび研究学園都市つ
くばの多様な研究開発力が集積している特性を生かして、企業とも一層の連携を図って市場への橋渡しを促進させる
機能を研究開発法人に構築して、これを中核としたイノベーションハブを形成する。 

イノベーションシティへのつくばの変革、全国拠点のネットワークの中心となる 

・ この取組みは中核 4 機関の間での連携強化を行うに止まらず、科学技術について一大集積を有するつくば（研究学
園都市）の中でも従来なかった連携を惹起させ、中核 4 機関以外の機関等も参加する新たな連携の起点となる。 

・ つくばの資源が社会経済の求められているものに気づき、生かす方策を考えるために、つくばに乏しい「市場との接点」の
構築に向け金融･商社等の機関との連携を構築して、市場の風を呼び込む機能を形成する。 

・ さらにはわが国のイノベーションシステムの変革を先導するために、全国の有力な拠点や機関、組織との間で相互補完
の関係を確立してネットワーク化を推進する。 
 

 

 

 

 

 

 



 
 

 
 

23 

  
TIA

-n
a

no
 

vi
sio

n 
20

15
-2

01
9 

イノベーションシステム改革を先導する TIA-nano の役割 

 
 

「知を創造し強化」する機能の拡充強化 

4 機関が連携した組織的取り組みと、第一期で創出された知（研究成果等）を融合させ、他分野への積極的
展開により、研究領域の発展・拡大を図ることでイノベーションの芽を育むプラットフォームを強化する。 

プラットフォーム強化のためのキーコンセプト：市場の風を取り入れた中核 4 機関の連携強化 
 つくば、4 機関の研究をさらに活発化させ、地域の外の知との連携および市場の風や大きな動向についての情報
を享受する基盤を形成して、知の創造の機能を強化する 

 企画力を強化して中核 4 機関の研究者、知識、設備等の資源を連携させ、イノベーションの芽となるシーズ創出
を活発化する 

 知の創造の基盤となる先端研究設備革新への継続的取り組み、そのための戦略的投資確保を目指す 
 

「産業化を促進」する機能の拡充強化 

イノベーションシステムを駆動させ、結実させるためのプラットフォーム、とりわけ二つの橋渡し機能（①大学等のシー
ズをプラットフォームへ、②技術を市場の求めるものに変換し産業へつなげる）を強化する。 

プラットフォーム強化のためのキーコンセプト：長期信頼関係に基づく真の企業連携 
 企業活動を理解し、信頼関係を醸成して共に成長するためのプラットフォームの新しい姿を追求する 
 大学等のシーズをプラットフォームへ滞りなく橋渡しするため、知財、人材の流動性を高め、設備の共用化を拡大
するための施策と計画的な公的投資が重要 

 橋渡し企業の事業化に向けたプラットフォームへの期待に応えるため、計画的な公的投資と信頼関係に基づく企
業からの投資の双方が必要 
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イノベーションシステムを支える共通要素の拡充強化 

この 2 つのプラットフォームにより形成されるイノベーションシステムを支えるため、両プラットフォームの「マネージメント」
の要素として以下の 3 点を強化する。 

 次世代の人材の育成・交流 
オールジャパン体制の開かれた教育システムで次世代研究者／リーダーの育成・交流を図る 

 国際、国内の拠点、大学、ファンド等との連携 
より高いイノベーションの実現を目指し海外、国内の拠点等との実のある連携を主導的に構築するための戦略

と体制、仕組みを精緻に描く 
 イノベーションシステム構築をリードする体制 

長期ビジョンの共有、実現を強力に推進する新しい機能と組織・体制を構築する 
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３.３ 実現への道筋 
TIA-nano のこれまでの拠点としての実績を基盤とし、実践の中で有効な方法論を確立して、わが国のイノベーションシ

ステムの改革の先導拠点として、システム改革を加速させるための道筋を以下のとおりとする。 
 

ユーザ視点で一層魅力的なオープンプラットフォームへと拡大 

・ オープンプラットフォームとは、イノベーションの資源となる研究者、技術、知財をこの場に「晒す」場として機能し、これを
契機として資源をさらに集めて、体系的に示すことでわかりやすくし、参加を考えるプレーヤーに周知して、新たな連携の
契機と活動を提供する場として再定義する。 

・ イノベーション創出の担い手として TIA-nano へ参画してくるユーザ（内外の企業、大学、研究機関）の視点から参
加したくなる仕組み、利便性が高まりイノベーション創出に向け効果的な取組みができる自由度の高い場とする。 

・ 第 1 期期間中に各機関の大型研究設備、共用施設に関する制度等を改正してユーザの利便性を高めた取組みを
さらに進め、各機関で運営されている現状の機能と構成をユーザからみてワンストップで活用できるような最適なハードウ
ェア、ソフトウェアへと刷新する。 

・ オープンプラットフォームは場として受動的な存在ではなく、わが国のイノベーションシステムの変革を先導するために未来
を見据えた企画･提案力を具備し、ユーザにとって利便性の高いサービスを提案する。さらに、中核機関の知の創造の
取組みと、つくば全体、わが国の知を積極的に取り込んで新しいイノベーション創出のプラットフォームを展開する。 

・ TIA-nano はこのオープンプラットフォームを運営するためのマネージメントの強化に努め、中核 4 機関が連携した１つ
の体制を検討する。1 つの場所に関係機能を集めることも想定する。 

・ この取組みは中核 4 機関の間でも連携強化を行うに止まらず、一大集積を有するつくばの中でも惹起させ、さらにはわ
が国の拠点や機関、組織との相互に結ぶ取組みを先導する。 

Open platform for Open Innovation の概念  

 
                                                 ※各名称は仮称 
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オープンプラットフォームの拡充 

・ Under one roof の TIA-nano の理念に基づき、一緒に連携して取組む環境を更に強化し、イノベーションの芽を
育み、システムを駆動しイノベーションを結実させるまでを一貫して実現する拠点を形成する。 

・ 具体的には、コア研究領域、コアインフラ、開発研究連携領域から連携の自由度をさらに高める「プラットフォーム」へ移
行して、イノベーションを結実させるモノとサービスの融合に向けて効果的な「システム化」、「先進材料」、「共通基盤」の
３プラットフォームへと再編する。（※システム化とは複数の異質な機能を組み合わせて社会的な課題を解決すること
を言う。製品、プラント、あるいはインフラを個々に作り上げるだけでなく、国内外での運用を含めたプロジェクトマネジメン
トや維持管理のビジネスモデルを創出し運営していくことでもある。（COCN 提言より）また、共通基盤は中核４機関
及び外部機関とのネットワークを活用し、システム化と先進材料の双方にまたがる共通課題に取り組む。） 

・ 第１期の各領域から移行したこれらの各プラットフォームは中核４機関の関連部門等が軸となって自立的に運営する
能力を有し、さらに新たな取組みや相互に連携する取組みを行う。 

・ プラットフォームは産総研のスーパークリーンルームや KEK のフォトンファクトリー等の大型研究施設並びに中核４機関
等のつくばの共用施設や人材育成の仕組み等を核として構築し、それらに集積される知、技術、人をユーザのニーズに
応えて活用できる環境を提供する。 

・ 優れた知の創造と産業化（橋渡し）の強化の基盤として不可欠な大型研究設備、先端的研究設備をさらに充実さ
せ、革新する取組みを進める。 

・ 共用施設はつくばの共用施設と文部科学省のナノテクノロジープラットフォーム事業（ナノテク PF）のネットワーク化の
成功を梃子として、全国へとネットワークを拡大するヘッドクウォータとしての機能を持つ。 

・ 外部からの提案に基づき内外の施設、知、人、技術等を受け入れ、中核 4 機関の知を産み出す能力を活用し、新
たなプラットフォームとして展開する機能を持つ。 

 

オープンプラットフォームマネージメントの確立 

・ ユーザから見て TIA-nano が利便性の高い１つのオープンプラットフォームとして見える体制の構築を目指し、それを実
現する各種のワンストップ化に必要な仕組みを連携して構築する。中核 4 機関の共用施設、大型研究設備の協力
関係を進め、つくばにおいて一体的な施設群のような利用ができることや、会員制のような仕組みについても中核 4 機
関の垣根を越えて運営する。 

・ オープンプラットフォームにおいてイノベーションの芽を育み、イノベーションシステムを駆動する要となる連携企画の能力を
強化する。そのためには、事務局の拡大強化と中核 4 機関からの自立性をある程度有する体制への転換を目指す。
また、企画のための戦略調査の能力を外部機関と連携して高める。 

・ 連携企画の能力拡大の成果（目標）として、産学共同研究のプランニングの段階から企業とともに公的研究機関、
大学が入って研究計画を練るような体制をつくる。さらに協働の実現の１つのあり方としてベンチャー企業の育成も視野
に入れた取組みを検討する。 

・ ユーザ企業、潜在的ユーザとのコミュニケーションを強化して、プラットフォームに対するニーズを捉えて企業に訴求する新
たな提案、機能の更新を図る能力を高める。 

・ オープンプラットフォームのブランドを強力なものとするために、国内外への情報発信と効果的な連携活動を推進し、
TIA-nano の価値をわかりやすく広報する。さらに海外の拠点との間で相互にメリットのある連携活動を推進して、世
界の拠点の一極を形成する。 
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Ⅱ オープンプラットフォーム戦略 

  



  

 
28 

  
TIA

-n
a

no
 

vi
sio

n 
20

15
-2

01
9 

Ⅱ. オープンプラットフォーム戦略 
日本の資源を連動させてイノベーションを継続的に起こす仕組みを完遂するために、「連携」（つながり、そして融合する

ことで大きく飛躍するためのアプローチ(手段)）のための基盤となる「オープンプラットフォーム」を構築するための戦略を策定
する。 
 

基本方針 
○TIA-nano が主体となってオープンイノベーションのために不可欠なプラットフォームの要素と運営モデルを

確立する。 
○プラットフォームの主体(ホスト機関)とユーザを明確化し、ユーザ視点でプラットフォームへと転換する。 

 
 
＜戦略のポイント＞ 

●ユーザ視点による１つの「オープンプラットフォーム」へ  
 第 1 期で TIA-nano の骨格を形成していたコア研究領域、コアインフラ、開発研究連携領域から連

携の自由度をさらに高める「オープンプラットフォーム」へ移行して、イノベーションを結実させるモノとサービ
スの融合に向けて効果的な「システム化」、「先進材料」、「共通基盤」の３プラットフォームへと再編す
る。 

 システム化プラットフォームにおいては、「ナノエレクトロニクス」、「パワーエレクトロニクス」、「MEMS」の３
領域から創造される革新的デバイスやセンサをシステムへのインテグレーションを含めて推進する。 

 先進材料プラットフォームにおいては、「ナノグリーン」、「カーボンナノチューブ」の２領域において、アプリケ
ーション開発のブレークスルーに向けた革新的材料を創出・展開する。 

 共通基盤プラットフォームにおいては、システム化プラットフォームと先進材料プラットフォームの共通基盤
的技術である「光・量子計測」及び、共通基盤的な機能である「人材育成」、「共用施設ネットワーク」
を推進する。 

 各プラットフォームは中核４機関など拠点内外の知の創造・強化を核として充実あるいは新たな領域を
展開し、サステナブルな魅力の拡充を推進する。 

 プラットフォームの魅力の拡充のためには、圧倒的な知の創造と産業化（橋渡し）の基盤となる大型
研究設備、先端的研究設備等の革新が不可欠であり、戦略的な整備を進める。 

 
●プラットフォームマネージメントの強化 

 ユーザから見て TIA-nano のワンストップ化に必要な仕組みを連携して構築する。中核 4 機関の共
用施設、大型研究設備の協力関係を進める。 

 連携企画の能力を高める。そのためには、事務局の拡大強化と 4 機関からの自立性をある程度有す
るよう仕組みとする。企画のための戦略調査の能力を外部機関と連携して高める。 

 ユーザ企業、潜在的ユーザとのコミュニケーションを強化して、プラットフォームに対するニーズを捉えて企
業に訴求する新たな提案、機能の更新を図る能力を高める。さらに、TIA-nano が新たな出会いの
場、気づきの場となり、イノベーションに向けた新たな連携が生まれるような交流機能を強化する。 

 ユーザの要望に応じて共同研究だけでなく研究開発をサービスとして受託して成果を共有する仕組みに
ついても検討し、ユーザの利便性向上を図る。 



 
 

 
 

29 

  
TIA

-n
a

no
 

vi
sio

n 
20

15
-2

01
9 

 TIA-nano の最新で正確な情報を広汎なユーザに提供して、潜在的なユーザの開拓に努めるととも
に、ユーザの満足度を把握して、TIA-nano への参加もしくは利用の価値の向上を図る。 

 海外の拠点との連携を図り、日米欧 3 極の一方のリーダーとしてのプレゼンスを確保するとともに、アジ
アの拠点や研究機関との間で連携を強化して、人材育成を含めた技術基盤の強化をリードすることで
ブランド価値を高める。 

 
 

ユーザ視点で転換するオープンプラットフォーム 
 

 
 

 

 

●オープンプラットフォームで連動するユーザのベネフィット 
 ユーザ（企業、大学、研究機関）は単独で取り組むよりもはるかに少ない知（技術）、研究者、施

設･装置等と資金を拠出することで、イノベーションへの取組みを低リスク、低コストで加速的に進めるこ
とができ、新産業の創出と新たな市場の確保の可能性が高まる。 

 ファンド（金融･証券･商社など）の市場の風をもたらす機関は、つくばに集まるイノベーションの芽となる
既知の技術等にくわえ、新たな技術、研究者、パートナーとなる可能性がある企業等の情報を知ること
ができ、新たな連携を形成することが可能となり、イノベーション促進においてつくばに欠けていた技術等
を市場へとつなげる新たな連携の場が形成され、機能が強化される。 

 つくばの知や研究者を体系的に位置づけ、先端設備等とともに活用した次代を担う人材育成の取組
みが可能となり、大学、研究機関、企業にとって人を通じた成長を持続させることができる。 
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●ユーザのニーズや戦略調査に応じたオープンプラットフォームの拡充 
 ユーザからの様々な情報、ニーズおよびつくば内外のアセットがオープンプラットフォームの場で連動して、

触発されることで新たに知の創造につながり、拡充されることでオープンプラットフォーム自体の境界（バ
ウンダリ）が外へと拡張する。 

 金融･証券･商社などの市場の風をもたらす機関との新たな連携へつながる場が形成されて、イノベーシ
ョン促進のつくばにはなかった機能が強化される。 

 
 

拡充するオープンプラットフォームとユーザのベネフィット

 
 

 


